
稲畑産業グループ サステナビリティ行動指針 

 

１. ⼈権の尊重 

人権に関する国際規範を支持・尊重し、事業活動において人種・国籍・民族・宗教・信条・性別・年齢・心身障害・社会的身

分・性的指向における差別、ハラスメントなど一切の人権侵害⾏為を容認しません。強制労働、児童労働、奴隷⾏為などの非

人道的な⾏為も容認しません。 

人権デュー・ディリジェンスを通じて、事業活動における人権侵害および侵害への加担を回避します。 

 

２. 従業員の健康および安全・安心な労働環境への配慮 

従業員一人ひとりが健康で、安全に、安心して働き続けられる職場環境の整備に努めます。健康と安全に関わる悪影響につい

ては、それらの削減に努めます。 

事業を⾏う各国の労働に関する法令遵守を徹底するとともに、労働者の権利を尊重します。 

 

３. 多様な⼈材が自由闊達に切磋琢磨する風土の醸成 

従業員一人ひとりの関心や能力に応じた強みを育むために、能力開発の機会を継続的に提供します。また、多様な人材がお互

いの個性や能力を尊重し、一体感を持って働けるよう、対話を促進する職場環境の整備に努め、自由闊達な社内風土の醸成

を目指します。 

 

4. 地球環境の保全 

気候変動をはじめとした地球環境問題に真摯に向き合い、その解決に向けて地球環境の保全に努めます。あらゆる事業活動に

おいて地球環境への影響を想定し、GHG排出量削減をはじめとする気候変動の緩和・適応、エネルギー管理、資源有効利

用・廃棄物削減、汚染防止、化学物質管理、水資源の保全、生物多様性の保全などの活動に取り組みます。 

活動にあたっては、環境マネジメントシステムを運用し、環境関連の諸法令・規制の遵守、事業活動に伴う環境への影響の適

切な把握・管理に努めます。 

また、顧客や社会の環境負荷を低減する課題解決型の商材販売など、事業を通じて環境保全に貢献します。 

 

5. 災害などの不測の事態に対する危機管理 

地震や風水害などの自然災害だけでなく、感染症やテロ、事故、サイバーアタックやセキュリティインシデントなど不測の事態が発

生した際には、人命尊重を第一に、事業を中断しない、あるいはできるだけ早期に事業復旧させることにより、顧客・サプライヤー

などへの影響を最⼩限に留め、信用を維持するよう努めます。そのために、BCP（事業継続計画）を定期的に見直し、常に最

新の状態に整備します。 

災害時には事業所の地域社会と協力して復旧・復興に臨みます。 

 

6.持続可能なサプライチェーンの構築 

気候変動などの地球環境に関する課題や、人権問題など社会課題の解決に向けて、サプライチェーンに関わるすべてのステーク

ホルダーと協働して、持続可能なサプライチェーンを構築します。そのため、サプライヤーをはじめとするステークホルダーと「稲畑産業

グループ 持続可能なサプライチェーン方針」を共有し、当指針をもとにコミュニケーションを深め、サプライヤーとの連携強化に努め

ます。 

取引の際には、常に公正・公平を心がけ、優越的地位の乱用は⾏いません。独占禁止法を含む各国・各地域の公正な競争お

よび取引に関する法令を遵守し、フェアな事業活動を⾏います。 

 



7. コンプライアンスの徹底 

事業活動に関わる各種の法令遵守にとどまらず、贈収賄など腐敗⾏為の防止、利益相反防止、情報の適切な管理などを徹底

し、公正で誠実な事業活動に努めます。すべての役職員は「稲畑産業コンプライアンス宣言」に基づき、高い倫理観をもって⾏動

します。 

コンプライアンス違反に関する報告の受理、適切な対応のために構築した、機密性・匿名性を担保した内部通報制度を適正に

運用します。 

これら活動は、定期的な内部監査や監査等委員会による監査の充実を通じて、グループ全体のリスク管理・コンプライアンス体

制を強化し続けます。 

 

8. 外部ステークホルダーとの協働 

顧客・サプライヤー、株主・投資家、業界団体、地域社会などのステークホルダーと、様々な機会を通して継続的に対話し、課題

の把握や方針・方向性の共有などに努めます。 

対話を通じて得た情報は、効率的な業務運営や企業価値向上、環境・社会課題の解決に資する施策立案などに活かします。

施策を実⾏する際は、ステークホルダーと適宜協働して、実効性を高めるよう努めます。 

事業を⾏う地域社会に対しては、良き企業市民として地域の発展に貢献する取り組みを推進します。 

 

9. サステナビリティ関連の情報開⽰  

多様なステークホルダーに信頼され、期待される企業であるために、サステナビリティに関する情報の適時・適切な開⽰を⾏い、透

明性の確保と説明責任を果たします。 

また、TCFD提言に沿った情報開⽰に取り組むなど、サステナビリティに関する国際的なイニシアティブの動向の把握や活動への参

画を通じて、ステークホルダーや社会の要請に応えます。 
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